様式第１号（第５条関係）
令和　　　年　　月　　日
山 梨 県 知 事　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　在：
　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所：
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名：　　　                    　印
令和　　年度中国展開販路開拓事業費補助金交付申請書
　中国展開販路開拓事業費補助金の交付を受けたいので、同交付要綱第５条の規定により、次のとおり申請します。
　１　補助対象額　　　　　　　　　　　　　　　　円
　２　補助金交付申請額　　　　  　　　　　　　　　　　円
添付資料
（別紙１）事業計画書
（別紙２）収支計画書
（別紙３）誓約書　　　
（その他必要な書類）
・直近２期分の貸借対照表及び損益計算書（販売費及び一般管理費明細書、製造原価明細書も含む）
・商業登記簿謄本履歴全部事項証明書
・会社定款の写し
・暴力団等でないことを誓約する書類
・会社案内など会社概要がわかるもの
・商談予定製品等の内容がわかるパンフレット等
・積算金額の根拠書類（見積書、価格表等）
・オンライン商談会の参加やサポートデスクの利用がわかるもの（参加申込書等）
（別紙１）
事 業 計 画 書
１　概　要
	（フリガナ）
企業名
	

	代表者
役職・氏名
	

	本社所在地
	

	県内所在地
	

	主な事業内容
	

	業種
	
	従業員数
	

	資本金額
	
	設立年月（西暦）
	

	直近の売上高
	　万円
	経常利益
	万円

	連絡担当者
	(フリガナ)
氏名
	

	
	所属(部署名)
	
	役職
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	

	事業参加状況
(該当箇所を■)
	□　オンライン商談会参加　（令和　　年   月　　日）
　□　サポートデスク利用　　（令和　　年   月　　日）
□　今後参加（利用）予定　（令和　　年　 月予定）　    

※交付申請年度における、県主催のオンライン商談会に参加又は県が設置するサポートデスクを利用したオンライン商談の実施が補助事業申請の要件となります。

	補助事業開始及び
完了予定年月日
	開始予定　令和　　年　月　日　※交付決定日（○月頃以降）
完了予定　令和　　年　月　日　※交付申請年度の2月末まで

	補助事業の概要
(背景、目的、必要性)

	※１００～２００字程度で簡潔に記載してください。
※実施スケジュールについても記載してください。


２　商談を希望する製品（技術）等の内容

	製品等の名称
	製品等の概要
	選定理由

	
	
	


３　商談成立に向けた取組
（１）商談前
	


（２）商談期間中・初回商談後
	


※商談に向けた資料作成等の準備や営業戦略等を記載。
（別紙２）
収 支 予 算 書
１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　　　分
	金    　　額
	資金の調達先

	　県　補　助　金
	
	

	　自　己　資　金
	
	

	　借　　入　　金　　
	
	

	　そ　　の　　他
	
	

	　合　　計　　額
	
	


２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	補助対象経費
	品名
（種別・仕様）
	数
量
	単価
	補助事業に要する経費（a）
	補助対象
経費（b）
	補助金充当
予定額（c）

	印刷製本費
	
	
	
	
	
	

	通信運搬費
	
	
	
	
	
	

	広告料
	
	
	
	
	
	

	翻訳料
	
	
	
	
	
	

	通訳料
	
	
	
	
	
	

	デジタルコンテンツ作成委託費
	
	
	
	
	
	

	委託調査費
	
	
	
	
	
	

	通信機器等借上げ料
	
	
	
	
	
	

	その他経費（知事が特に必要と認める経費）
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	補助対象額

	補助金交付申請額



※経費項目を適宜追加・削除すること。
※補助事業に要する経費（a）は、「数量×単価×1.1（消費税）」で算出すること。

※補助対象経費(b)は、「数量×単価」で算出すること。
※補助金充当予定額(b)は、「(b)×補助率（1/2）」で計算し、小数点以下は切り捨てること。また、同欄の合計は、千円未満の端数を切り捨てること。
（別紙３）
誓　　　　約　　　　書
私は、下記の事項について誓約します。

なお、県が必要な場合には、山梨県警察本部に照会することについて承諾します。

また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意します。

記

１　自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。

（１） 暴力団 （暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

（３） 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者

（４） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者

（５） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

（６） 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記（１）から（５）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結している者

２　１の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人ではありません。

令和　　年　　月　　日

山梨県知事　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　〔 法人、団体にあっては事務所所在地 〕

住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       

　　　　　　 　　　　　 〔 法人、団体にあっては法人・団体名、代表者名 〕
（ふりがな）　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞ 
生年月日　　　　　年　　月　　日
様式第２－１号（第６条関係）
第　　　　　号
年　　月　　日
　殿
山梨県知事名　　　　　　　
令和　　年度中国展開販路開拓事業費補助金の交付決定通知書
　令和　　年　　月　　日付けで交付申請があった上記補助金については、次のとおり交付することに決定したので、同交付要綱第６条第１項の規定により通知します。
１　補助金の交付の対象となる事業及び内容は、令和　　年　　月　　日付けで交付申請のあった中国展開販路開拓事業費補助金交付申請書記載のとおりとする。
２　補助対象経費及び補助金交付決定額は、次のとおりとする。
補助対象経費　　　　　　　  　　円
補助金交付決定額　　　　  　　　　　円
３　補助金の交付の条件は、次のとおりとする。
（１）補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容の変更をしようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。ただし、補助対象経費の各費目相互間において、いずれか低い額の２０％以内の経費の配分の変更又は、事業計画の細部の変更はこの限りではない。
（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。
（３）補助事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、すみやかに知事に報告してその指示を受けなければならない。
４　補助金の交付の条件等に違反した場合の措置
（１）次のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消す場合がある。
ア　補助事業に関し法令等又はこれに基づく知事の処分に違反したとき

イ　補助金を他の用途に使用したとき

ウ　補助事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をしたとき

エ　補助事業の全部又は一部を継続する必要がなくなったとき

オ　暴力団又は暴力団員と密接な関係を有していたとき
（２）補助金の交付決定を取り消した場合、補助事業等の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金等が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずる。
（３）交付決定の取消しに関し、補助金の返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額につき年10.95％の割合で計算した加算金を県に納付しなければならない。
（４）補助金の返還を命ぜられ、期限内に納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年10.95％の割合で計算した延滞金を県に納付しなければならない。
５　補助事業が、補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されているか確認するため、補助事業の遂行状況について報告させることがある。
６　補助事業が完了した日（廃止の承認を受けた場合はその承認の日）から起算して一箇月を経過した日又は交付決定した年度の３月１０日のいずれか早い期日までに、補助事業の成果を記載した実績報告書に別に定める書類を添えて知事に報告しなければならない。
７　補助事業に係る帳簿及び証拠書類は、補助事業終了年度の翌年度から起算して５年間、整備保管しておかなければならない。
様式第２－２号（第６条関係）
第　　　　　号
年　　月　　日
　殿
山梨県知事名　　　　　　　
令和　　年度中国展開販路開拓事業費補助金の不交付決定通知書
　令和　　年　　月　　日付けで交付申請があった上記補助金については、交付しないこととしたので、同交付要綱第６条第１項の規定により通知します。
様式第３号（第８条関係）
　　　　　令和　　　年　　月　　日
山 梨 県 知 事　殿
所　　在：
名　　称：　　　　　　　　　　　　　
代表者名：                      　　　 印
令和　　年度中国展開販路開拓事業費補助金に係る補助事業の
変更承認申請書
　令和　　年　　月　　日付け　　第　　号をもって交付決定の通知を受けた中国展開販路開拓事業費補助金に係る補助事業に関し、次の理由によりその計画変更を行いたいので同交付要綱第８条第１項の規定により申請します。
　１　変更を必要とする理由
　２　変更の内容
　３　変更が補助事業に及ぼす影響

連絡担当者

	所属
	

	役職・氏名
	

	電話番号
	

	E-mail
	


様式第４号（第９条関係）
　　　　　令和　　　年　　月　　日
山 梨 県 知 事　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　在：
　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称：　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名：　                        印
令和　　年度中国展開販路開拓事業費補助金に係る補助事業の
中止（廃止）承認申請書
　令和　　年　　月　　日付け　　第　　号をもって交付決定の通知を受けた中国展開販路開拓事業費補助金に係る補助事業について、次の理由により中止（廃止）したいので同交付要綱第９条の規定により申請します。
　１　中止（廃止）を必要とする理由
　２　中止（廃止）の具体的内容
　３　中止（廃止）が補助事業に及ぼす影響

連絡担当者

	所属
	

	役職・氏名
	

	電話番号
	

	E-mail
	


様式第５号（第１０条関係）
令和　　　年　　　月　　　日

山 梨 県 知 事　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　






　所　　在： 






　名　　称：






　代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　印

令和　　年度中国展開販路開拓事業費補助金 事業遅延報告書
　令和　　年　　月　　日付け　　第　　　　号により交付決定のあった、中国展開販路開拓事業費補助金について、次の理由により予定期間内に補助事業を完了することができない見込みなので、同交付要綱第１０条の規定により報告します。

連絡担当者

	所属
	

	役職・氏名
	

	電話番号
	

	E-mail
	


　１　遅延の理由又は原因

　２　遅延に対する措置

３　補助事業の進捗状況

　４　報告日現在の執行経費

	補助対象経費
	申請額A
	実績B（概算）
	執行率（B/A）

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	合計
	
	
	％


　５　補助事業の完了予定日

様式第６号（第１１条関係）
令和　　　年　　　月　　　日

山 梨 県 知 事　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　






　所　　在： 






　名　　称：






　代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　印

令和　　年度中国展開販路開拓事業費補助金 事業状況報告書
　令和　　年　　月　　日付け　　第　　　　号により交付決定のあった、中国展開販路開拓事業費補助金の補助事業の遂行状況について、同交付要綱第１１条の規定により報告します。

連絡担当者

	所属
	

	役職・氏名
	

	電話番号
	

	E-mail
	


１　執行状況
（１）支出金執行額

	補助対象経費
	申請額A
	実績B（概算）
	執行率（B/A）

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	合計
	
	
	％


（２）その他特記事項

　　

様式第７号（第１２条関係）
　　　　　令和　　　年　　月　　日
山 梨 県 知 事　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　在：　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称：
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名：　　　                        印
　令和　　年度中国展開販路開拓事業費補助金実績報告書
　令和　　年　　月　　日付け　　第　　号をもって交付決定の通知のあった中国展開販路開拓事業費補助金に係る補助事業について、事業を完了したので、同交付要綱第１２条の規定により報告します。
１　補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　補助金実績額　　　　　　　　　　　　　　　　　円
添付書類

（別紙１）補助事業報告書 

（別紙２）収支決算書
（別紙３）補助金振込先口座
（その他必要な書類）
　　・補助対象経費に係る支出証拠書類の写し（契約書、発注書、納品書、領収書等）
・作成したパンフレットやコンテンツ、調査レポート等

　　
（別紙１）
補助事業報告書
１　概　要
	申請者の概要

（実績報告時現在）
	所　在：
名　称：

資本金・出資金：　　　　　千円　　　従業員数：　　　　人

業　種：

	事業実施期間
	開始　　令和　　年　　月　　日
完了　　令和　　年　　月　　日

	事業費
	補助事業に要した経費：　　　　　　　　円
補助金実績額：　　　　　　　　円

	補助事業の
実施内容
	１.補助事業として実施した内容
○ 時期、目的、成果物の内容等を説明してください。

○ 内容が概ね記載されていれば、項目の構成の変更や、別紙にする等、体裁は問いません。

○ 提出時に、青文字で記載してある説明文は削除してください。

２.実施したオンライン商談の概要、成果
（補助事業を活用したオンライン商談による成果）

	
	
	商談件数
	商談成立件数
	商談成立額

	
	実績
	件
	件
	千円

	
	今後の見込み
	件
	件
	千円

	
	その他の成果



２　今後の販路開拓計画、取組予定
	


（別紙２）

収支決算書
１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区　　　　分
	予算額
	決算額
	資金の調達先

	県　補　助　金
	
	
	

	自　己　資　金
	
	
	

	借　　入　　金
	
	
	

	そ　　の　　他
	
	
	

	合　　計　　額
	
	
	


２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	補助対象経費
	交付決定額
	決算額
（税込）
	決算額
（税抜）
	補助金充当額

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　　　計
	
	補助事業に要した経費

	
	補助金実績額



※補助金充当額は、決算額（税抜）に補助率（2/1）を乗じた額を記載し、合計額欄は千円未満を切
り捨てた額を記載すること。
※交付決定額は変更があれば変更交付決定額を記載すること。
３　支出経費内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

[image: image1.emf]補助
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合計

※消費税及び地方消費税は除いて記載すること。
※補助金充当額は、小計ごとに「決算額（税抜）×補助率（1/2）で計算し、小数点以下は切り捨てる
こと。また、同欄の合計は、千円未満の端数を切り捨てること。
（別紙３）

補助金振込先口座
  山梨県から支払われる中国展開販路開拓事業費補助金については、次のとおり口座振込みをしてください｡
   振込先口座
	振込先金融機関名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	本店・支店名
	

	預貯金の種別
口座番号
	（　普通　・　当座　）


	住所
	

	フリガナ
	

	口座名義
	


様式第８号（第１３条関係）
第　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
  　　　　　　　　　　殿

山梨県知事　　　　　　　　　　

令和　　年度中国展開販路開拓事業費補助金額の確定通知書
　令和　　年　　月　　日付けで実績報告のあった、令和   年中国展開販路開拓事業費補助金の額については、同交付要綱第１３条の規定により、次のとおり確定します。
補助金確定額　　　　　金　　　　　　　　　　　　円
連絡担当者

	所属
	

	役職・氏名
	

	電話番号
	

	E-mail
	


※提出時に、各項目に青文字で記載してある説明文は削除してください。











収支決算書

				３　支出経費内訳																						（単位：円）タンイエン



				補助対象経費ホジョタイショウケイヒ		NO		品名
（種別・仕様）ヒンメイシュベツシヨウ		数
量スウリョウ		単
位タンイ		単価タンカ		決算額
（税抜）ケッサンガクゼイヌ		補助金
充当額ホジョキンジュウトウガク		発注日ハッチュウビ		検収日ケンシュウビ		支払日
(振込日)シハライビフリコミビ		支払先シハライサキ







						小計ショウケイ







						小計ショウケイ







						小計ショウケイ

				合計ゴウケイ														補助金実績額ホジョキンジッセキガク

				※消費税及び地方消費税は除いて記載すること。ショウヒゼイオヨチホウショウヒゼイノゾキサイ

				※補助金充当額は、小計ごとに「決算額（税抜）×補助率（1/2）」で計算し、小数点以下は切り捨てること。また、同欄の合計は、千円未満の端数を切り捨てること。  ショウケイケッサンガクゼイヌ
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３　支出経費内訳


補助


対象


経費
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